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この構想は労（動者の利潤参加論議の出発点となつた重要な構想で、ある O その 3
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と両立する概念であると考えられている（Pitz,K. H., a. a. 0., S. 152.）。






方法では， J.E.ミード（Meade), P. A.サミュエルソン（Samuelson), F.モ
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(2) Yf = (l-tL)Lt+ (l-tM){rLKf +w(lー ρ）roK~ + !hn} 
(3J n=Cl-to){(lー w)(l 一 ρ） roK~+DoY-D 





(8) 57 = soY7 = so(l -to) { (1 ー w)(l-p)roK~十DoYD , 
l>so>sM >sL>O 
(9) Kt+i -Kt=lt=St=Sf+S7 
-40一
-41-
(10) T1{ =Tt =tzLt十tM{rLKf十w(l一ρ）rGK1十！lzY{'}
十tG{(1ー w)(l一ρ）rGK1+nGY{'} +tFρrGK1 
記号の約束。
ytはt期〈今期〉の国民所得， nはt期の労働者の総所得， nはt期の
資本家の総所得， Yfはt期の中央基金の総所得， Ltはt期の賃金所得， Kt
はt期の総資本所得， Kfはt期の労働者の資本所得， K？はt期の資本家の
資本所得， rLは労働者の利潤率ないしは利子率， rGは資本家の利潤率ないし





財政支出， Ttはt期の財政収入， tzは賃金税率， tMは労働者の利潤税率，
t（｝ は資本家の利潤税率， tFは中央基金の所得税率，である。
このモデ、ルは式10，変数10en, Y?, Yf, Lt, Kf, K?, St, Sf, S?, Tt) 
であるから，完全な体系が成立する。 Yt, It, Tf, Kt> rL, rG, w, p, Dz, 













差しヲ｜し、た利潤所得 w(l 一 ρ） rgK~，中央基金から労働者に再分配された所得
。LYfを取得する。
(3~式は資本家の利潤税を控除した資本家の総所得の定義式である。資本家は
2 つの形態の所得，すなわち，労働者の利潤参加額 wrGK~ と中央基金への参
加額（1ーω〉ρrgK~ を差しヲ｜し、た利潤所得（1 ー w)(l 一 ρ） rgK~，中央基金から
資本家に再分配された所得。GYfを取得する。














処分賃金所得（1ー な）Ltの一定の割合すなわち貯蓄性向 SL, (10）式の右辺第2
項で示される労働者の利潤税額を控除した可処分利潤所得 （l-tM){rLLf+w


























）???? ?（ VL VL 一二三三旦－
t+1-Kt+I 
この式の分子に（5）式を代入し，分母に（9）式を代入して分母子を yt除し
そ＝v, -4~＝ i とおき，（札（2），叫（札（叫，（拭を代入して整理すれば，
次の非同次定差方程式が得られる。
（凶
Kf +i v{l十九（l-tM)(sM-sL)-A} Kf SL十vA
Kt+I - U十i Kt一一万平f
。8) Kaldor, N.，“Marginal Productivity and the Macro-Economic Theories of Dist-




A= ra(m(l-tM) (sM-sL) (1一ρ）－sL(l-ta)(1一m)(l一ρ〉
+ p(l-tF ){.Ch(l-tM)(sM-SL)-SL-SLila(l-ta) }) 
この非同次定差方程式は次の条件ωが各期（ t期〉の経路において成立する
ときに，解が得られるo
v{l +rL(l-tM) (sM-SL)-A} 





白品 Vf ＝玉三＝〈咋－Vi）ド｛ 1十ぱ1-tM） 恒三~－＇と主lT 十VL
n.t l v+i ) 
V孟＿ SL+vA － v{rL(l-tM)(sM-SL)-A} 
この式から次のよう伝帰結を導くことができる。
① v{rL(l-tM) (sM-SL)-A} >Oのとき，すなわち， rL(l-tM)(sM-SL) + 
rasL (1-ta) (1ー m)(l一ρ）＞raw(1-tM) (sM-sL) (1一ρ）＋ raρ(1ー な）{UL(l-
tM)(sM-SL)-SL-SLUa(l-ta)} >Oのとき，労働者の財産分配率 Vfの安定均
衡値を得ることができる。この場合，労働者の財産分配率の極限値は，
sL+vA 同 lim Vf= VL－~ 一一
t→00 - v{rL(l-tM)(sM-SL)-A} 
この値は労働者の利潤参加が投資的意味をもっ場合の労働者の均衡財産分配














SL十v{w(l-tM)(sM-SL)-sL(l-tG) (1一回 limVf= VL= 






(18) lim Vf = VL －＿！＿~土竺E竺G三！＿＿1L!_2Q広三SL_2i1:_三位三三~（1三：－＿！G]J_lァ位




























① v{rL(l-tM) (sM-SL)-A｝くOのとき，労働者の財産分配率 VLは経済
的意味をもたなくなる。この場合には労働者の財産分配率の極限値は発散し，
値；をもたなくなるO
モデルの体系内の均衡経路におけるパラメーター ω，ρ，ilL, DG, SL, SM, 
r L, rG, tM, tG, tFの効果は，次のようにして確かめることができる。
労働者の利潤参加率 ωの上昇につれて労働者の財産分配率 VLは上昇する。
すなわち，
aVL VrG{(l-tM)(sM-sL)(l－ρ）十九（1-tG)(l－ρ）｝（B+vA十SL)。1) 一一一一 >O aw - B2 
B=v{rL(l-tM)(sM-sL)-A}, A>O （条件①による。〉
中央基金参加率 ρの上昇につれて労働者の財産分配率 VLは， D主0vこ応
じて上昇し， 0となり，低下する。すなわち，
(21) ~ー竺位色＆二~）~三盆土並~o, D霊0 （符号同！｜慎〉











(23) ~－ vrGρ2皇土並立と担2_[vrL(l-tM)(s仁三三主吐くOailG －一一一 BZ 
労働者の貯蓄性向 SLの上昇につれて労働者の財産分配率 VLは， F主VrGE{vrL
(1-tL) (sM-SL) +sL}に応じて上昇し， 0となり，低下する。すなわち，
- 46 -






労働者の貯蓄性向 SMの上昇につれて労働者の財産分配率 VLは， roH{vrL
(1-tL) (sM-sL）十SL｝雲行(1-tM)(sL十vA）に応じて上昇し， 0となり，低下す
る。すなわち，
位9 oVL u〔roH{vrL(l-tL)(s"!_-sL)+sL}-rL(l-tL)(sL+vA）〕＝ハ-i；；－＝ 一一一 J33 宅 v,
roH{vrL(l-tM) (sM-sL）十SL｝雲行(1-tM)(sL十vA)
（符号同順〉















J = w(l-tM) (sM-sL) (1一ρ）－sL(l-to)(lー w)(l－ρ〉十ρ（1ー
tF ){DL(l-tM) (sM-sL)-sL-sLDo(l-to)} 





θVL τ1rL(sL十vA)(sM-sL)-vraM{ vrL(l-tM) (s~－ sL) +sL} 




o VL vra{sL(lー w)(l一ρ〉＋ρsLDa(l-tF)}(B十vA十SL)
>O ot - B2 (29) 
次に，モデ、ルの体系内の反応経路における各パラメーターの効果は次のよう
にして確かめることができる。反応係数は次の側式で示すことができる。










2空ー ＝ヱ笠ァ〔w(l-tM)(sM-sL)+ (1-tF ){DL(l-tM)(sM-sL)-!hー
θρ v十z
sLDa(l-ta) }-sL(l-ta) (1ー ω〉〉言0' 
w(l-tM) (sM-SL) + (1-tF ){ilL(l-tM)(sM-sL)-sL 
-sLDaCl-ta）｝雲sL(l-ta)(l-w)（符号同I頂〉
長＝一五戸（1-tM）十raw(lー な）(1ー がra(l-ta)(1ー ω〉
(1-p)+raρ（1-tF ){flL(l-tM) + 1十Da(l-ta）｝）くO
託＝込7〔rL(l一ω一ra{w（ト tM)(l一ρ〉十ρflL(l一印）(1一tM)
























SM，労働者の要求利潤率 rL，資本家の要求利潤率 rG，賃金税率 tL，労働者の






















?， ， ? 、 ， ， ， ? 、
KL=SL=sL(l-tL)L十sM(l-tM){rLKL十w(l-p)ra.KG十ilLYF}












( dKL ¥ 
う労働者の資本所得の増分（＝っァ）， KGは時間の経過に伴う資本家の資本
( dKG ¥ . 
所得の増分｛＝五 ）， VLは労働者の財産分配率， hは資本装備率の逆数あ
るいは資本・労働比率の逆数， Jは貨幣賃金率， Nは労働人口， Nは時間の経
f dN¥ 
泊こ伴う労働人口の増分「{ft),nは労働人口の増加率，である。
この動学モデ、ルは式13，変数13(YL, YG, YF, L, KL, KG, S, SL, SG, 
VL, k, N, T）であるから，完全な体系が成立する。 Y，よ TE, K, r L> rG, 













τ°TL 。司 ヤz=-SGrG(l-tG){ (1ー w)(1一ρ〉＋ρilG(l-tF）｝十SGrG(l-tG)





































(51）ん’＝ 1 〔n-rsM(l-tM){w(lー ρ〉十ρflL(l-tF)}
sL(l-tL) 0 
-rasa(lーら）｛(1ー w)(l一ρ〉十pflL(l-tF）｝〕
ここで， ra(sM(l-tM){w(l-p）十ρflL(l-tF）｝十sa(l-ta){(lー w)(1ー ρ〉＋
pDL(l-tF) })>sMrL(l-tM)>Oであるから，長＊＊＞k'>Oが成立するo
また， v~ は単調増加関数であるから， v~， の初期状態 Vf が （ VL）＊＊ であれ


























I VL ¥ ar寸:rL)、九 I =S仰 (1-t州－p)(l-VL)>O 
-53 -
--54 -
(53) （子）() =sGrG(l-VL){(l-w)(l-p)+!lGρ(1-tF)} >O 
tG 
I VL ¥ at~子r-)
(54）、O~F ’ ＝ s向。Gp(l-tG)(1-VL)>O 
I Y_L ¥ 










OSG =-rG(l-tG)(lー VL){(1ー w)(lー ρ）+!lGp(l-tF）｝く0
a（子） L 針G ＝一勾(1一tG)(l一VL
I VL ¥ 
（）守「j¥ vι ／ 
、v ’＝-SGrGρ(1-tG)(l-tF)(l-VL）くO
O!lG r-
令rは，中央基金参加率 ρの上昇のとき， Iー ω言。G(l-tF）に応じて上昇
し， 0となり，低下する。すなわち，
/I三1
¥ TTL I ω ら =SGrG(l-tG)(l-Vり｛(1ー w)-!lG(l一句〉｝言。
このような納式に関することがこの動学モデルの財産分配理論的合意であ
り，財産分配政策的合意であるO















































さらに，モデ、ルで、は労働者と資本家の予想要求利潤率 rL と TGは常に実現
することを仮定しているが，予想要求利潤率が実現しない場合は考察していな
いということである。従って，予想（事前的な〉要求利潤率が常に事後的な要
求利潤率と均衡することはモデルの体系内で TL と TGの存在範囲を限定する
ことになるが，労働者も資本家も長期的にはある特定の均衡要求利潤率を達成














① Kf+1 v{l+rL(l-tM)(sM-sL)-A} Kfーハ玄ζ一叫i -x;-v 
② V~ ＝ εt （εは定数〉
②式が①式の解であれば，②式を①式に代入することによって①式の関係が
成立するはずである。①式の特性方程式③が成立しなければならない。
① ε＝ v{l十rL(l-tM)~SM-SL)-A} v+i 
従って，特性根④が得られる。
④ 
v{l +rL(l-tM) (sM-sL)-A} 
s= v十i
④式を②式に代入すれば，同次方程式①の一般解が得られるO




①同＝φL v+i J 
次に，非同次定差方程式の特解を V1"とする。この解は⑦式の形式をしてい
るものとする。
⑦ VI[= VL (¥7Lは定数〉
①式を非同次定差方程式ωに代入して VLについて解けば，
③ TTL- sL+vA 
• -v{l十rL(l-tM)(sM-sL)-A}
非同次定差方程式ωの一般解 V＇［ を改めて Vfと書き直せば，その一般解は，
① Vf=<:Pr v{l+rL(l-tρ~SM-sL)-A｝ 了＋戸L V寸－z _J 








dKL ・ dVL ・ dK ω式の対数をとり，両辺を時間 tで微分して(ft=KL' ---;Jt = VL' ---;Jt = k 
とおけば，
d(log VL) dVL d(logKL) dKL d(logK) dK 
£Vr:---cJt= dKL dt- dK dt 
VL k_L IS. 
① VL -KL K 
側式の両辺をKで除して倒， （叫式を代入すれば，
② 










＋ρfh(l-tF)} +sG(l-tG) { (1ー w)(1ー が山(1-tF）｝〕r;去
②，④式を①式へ代入して， (42), (5）式を用いれば，的式が得られるo
dk ・ dL 
次に，附式の対数をとり，両辺を時間 tで微分してdt=k，ヨt=Lとおけば，
k i i: 
k - L K ① 
ω式の対数をとり，両辺を時間 tで微分すれば，
i, z N 
L - l‘ N ① 
tは一定であるから， 十＝Oとなり， これと倒式を①式へ代入すれば，
① i －一一＝nL 
⑦，④式を①式へ代入して， (42), (5）式を用いれば， ω式が得られる。
- 58-
